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川越市民憲章        

昭和５７年１２月１日 告示第２１４号  

先人の輝かしいあゆみにより、すばらしい歴史的遺産をもつ川越。わたくしたちは、このま

ちに生きることに誇りをもつて、さらに住みよい魅力あふれるまちづくりをすすめていくこと

を誓い、ここに市民憲章を定めます。 

１ 郷土の伝統をたいせつにし、平和で文化の香りたかいまちにします。 

１ 自然を愛し、清潔な環境を保ち、美しいうるおいのあるまちにします。 

１ きまりを守り、みんなで助けあう明るいまちにします。 

１ 働くことに生きがいと喜びを感じ、健康でしあわせなまちにします。 

１ 教養をふかめ、心ゆたかな市民として、活力にみちたまちにします。 
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凡 例 

1. 年（年度）の表記は、原則として和暦を使用していますが、必要に応じて和暦と西暦を

併記しています。 

2. 和暦について、「平成」を「Ｈ」、「令和」を「Ｒ」と表記している場合があります。 

3. 「年」とあるものは暦年（１月～１２月）を、「年度」とあるものは会計年度（４月～

翌年３月）を示しています。 

4. 専門的な用語には「＊」を付し、巻末にある用語集で用語の解説をしています。 

5. 出典が明記されていない図表は、川越市で作成しているものです。 

川越市行政デジタル化推進プラン スローガン 

『ＣＯＥＤＯ－ＩＣＴ』 

Ｃｏｎｖｅｎｉｅｎｃｅ 

市民や事業者の利便性向上を図ります。 

Ｏｐｔｉｍａｌｉｔｙ 

システムの最適化を進めます。 

Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ 

業務の効率化を図ります。 

Ｄｉｇｉｔａｌｉｚａｔｉｏｎ 

デジタル化により新たな価値を創出します。 

Ｏｐｅｎ ｄａｔａ 

行政データのオープンデータ化を進めます。 

ＩＣＴ＊
 

情報通信技術を利活用し、便利なサービスを提供します。 
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第１章 計画の概要 

１－１ 計画の趣旨 

近年、人々の日常生活では、ＳＮＳ、ｅコマース（電子商取引）、ビデオ通話、動画配信サービス等、

オンラインサービスの充実によるライフスタイルの多様化が進んでいます。また、インターネット上で

の個人認証やキャッシュレス決済＊等の技術の進歩に伴い、時間や場所を問わず、あらゆる手続きがオ

ンラインで完結する社会の仕組みが構築されようとしています。 

また、日本ではＡＩ＊、ＩｏＴ＊、ビッグデータ＊、ロボット等の先端技術をあらゆる産業や社会生活

に取り入れ、誰もが快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０＊」の到来を迎えようとしています。この新たな社会の実現に向けて、社会全体のデジタル

化が進められているところです。 

 

 このようななか、新型コロナウイルス感染症（Ｃｏｖｉｄ－１９）が世界規模で感染拡大し、その感

染防止対策として、人との接触を減らすソーシャルディスタンスの確保が求められるようになり、テレ

ワーク＊やオンライン（ＷＥＢ）会議＊等を活用した非接触型の社会活動が活発化しています。 

 行政では、テレワークやオンライン会議等の取組が進む一方で、各種給付金の支給やワクチン予約等

においてデジタル化の遅れが明らかになりました。国は、この遅れを取り戻すとともに、制度や組織の

在り方をデジタル化に合わせて変革する「デジタル・トランスフォーメーション」（以下「ＤＸ＊」とい

う。）が国民の社会経済活動全体で必要であるとし、デジタル改革関連法や各種計画の整備を急ピッチ

で進め、令和３年９月には、行政の縦割りを打破し、大胆に規制改革を断行するための組織として「デ

ジタル庁」を設置しました。 

 

 川越市（以下「本市」という。）では、こうした社会

情勢や国の動向を踏まえつつ、社会全体におけるＤＸ

の進展に合わせて、本市行政のデジタル化を更に推進

するため、「川越市行政デジタル化推進プラン」（以下

「本プラン」という。）を策定しました。 

 

 本市の将来都市像「人がつながり、魅力があふれ、

だれもが住み続けたいまち 川越」の実現に資するよ

う、本プランを着実に推進します。  
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１－２ 計画期間 

本プランは、令和４年度から令和７年度までの４年間を計画期間とします（図表 1）。 

１－３ 計画の位置づけ 

本プランは、上位計画である「第四次川越市総合計画後期基本計画」（以下「総合計画後期基本計画」

という。）の「第８章 施策番号５０ 情報化施策の推進」の目的である「ＩＣＴを活用し、市民の利

便性の向上や効率的な行財政運営を行うこと。」の実現に向けて、本市行政のデジタル化の推進を目的

とするものです。 

 また、「官民データ活用推進基本法」第９条第３項の規定に基づく「市町村官民データ活用推進計画」

に位置づけ、行政分野を中心にデータ利活用環境を整備します。 

なお、学校教育のデジタル化推進については、児童生徒も活用する点を考慮し、本プランとの整合・

調整を図りつつ、川越市教育委員会で別に定める情報化計画により推進するものとしますが、本プラン

と関連する施策の展開に当たっては教育委員会と協同して取り組みます（図表 2）。  

図表 1 計画期間 

図表 2 計画の位置づけ 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

川越市情報化推進

プラン（2016-2020）

第四次川越市総合計画基本構想（平成28年度～令和7年度・10年間）

第四次川越市総合計画後期基本計画（令和3年度～令和7年度・5年間）

川越市行政デジタル化推進プラン（令和4年度～令和7年度・4年間） 次期プラン

「第四次川越市総合計画後期基本計画」

『第8章 №50「情報化施策の推進』

国

・

埼

玉

県

の

情

報

施

策

・

指

針

等

本

市

の

関

連

計
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（
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委
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の

計

画

等
）

整合 川越市行政デジタル化推進プラン
（官民データ活用推進計画にも位置付ける）

「取組」の実施により

「総合計画後期基本計画」の

「施策」を実現

整合
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１－４ 情報化に関するこれまでの取組 

本市は、平成１０年に「川越市情報化基本計画」を策定し、情報化（≒デジタル化）の具体的な取組

を始め、これ以降、社会的な出来事や国の制度改正等を各計画に反映させながら、その時代に即した情

報化の推進に努めてきました（図表 3）。 

 

図表 3 デジタル化に関するこれまでの取組 

１－５ 進行管理 

本プランを着実に推進するため、ＰＤＣＡサイクル＊による進行管理を行います。 

関係部署が指標の推移等から進捗状況を毎年度チェックし、情報政策所管部署で関係部署から報告を

受けた各施策の進捗状況並びに社会経済情勢の変化及びデジタル化に係る国・埼玉県（以下「県」とい

う。）の動向を整理し、その内容を川越市情報化推進会議＊に報告します。 

川越市情報化推進会議は報告内容を基に施策の効果等の審議を行い、その審議結果に応じ、情報政策

所管部署で本プランの改定を行います。
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第２章 情報化を取り巻く社会状況等 

２－１ 情報化を取り巻く社会状況 

２－１－１ 通信利用動向調査 

１．社会状況について 

（１）情報通信機器の保有状況の推移（世帯） 

総務省が実施した「令和２年通信利用動向調査」の結果によれば、スマートフォンを保有してい

る世帯の割合は８６．８％と堅調に伸びており、パソコンを保有している世帯の割合の７０．１％を

上回っています。モバイル端末全体（携帯電話・ＰＨＳ・スマートフォンの 1種類以上を保有。パソ

コンは含まない）では、９６．８％の世帯が保有している状況がうかがえます（図表 4）。 

 

図表 4 情報通信機器の保有状況の推移（「令和 2 年通信利用動向調査」の結果を基に本市で作成） 

  

94.7% 94.8% 95.7% 96.1% 96.8%

71.8%

75.1%

79.2%

83.4%

86.8%

73.0%

72.5%
74.0% 69.1%

70.1%

34.4%
36.4%

40.1%
37.4%

38.7%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

モバイル端末全体 スマートフォン パソコン タブレット型端末
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（２）モバイル端末の保有状況（個人） 

 年齢階層別のモバイル端末保有状況をみますと、８０歳以上を除き、「スマートフォン」の保有者

の割合が「携帯電話・ＰＨＳ」を上回っている状況がうかがえます（図表 5）。 

 

（３）インターネットの端末別利用状況（個人） 

 インターネットの端末別利用状況をみますと、スマートフォンが最も利用されており、次点のパソ

コンに対し、１７．９％上回っている状況がうかがえます（図表 6）。 

 

図表 6 インターネットの端末別利用状況（個人）（「令和 2 年通信利用動向調査」の結果を基に本市で作成） 

1.4%

10.1%

15.7%

17.9%

24.1%

50.4%

68.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

携帯電話・PHS

家庭用ゲーム機

インターネットに接続できるテレビ

タブレット型端末

パソコン

スマートフォン

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全体 6～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

モバイル端末全体 スマートフォン 携帯電話・PHS いずれも保有していない

図表 5 年齢階級別モバイル端末の保有状況（「令和 2 年通信利用動向調査」の結果を基に本市で作成） 

17.9％ 
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２．本市の方向性について 

 スマートフォンの普及に伴い、時間や場所等の条件を問わずオンラインサービスを利用できる環境が

整ってきました。この状況を踏まえ、本市は市民等の利便性向上のため、オンラインにより申請可能な

行政手続を拡充する、各種手数料や市税等をキャッシュレス決済でも支払えるようにする（図表 7）、Ｓ

ＮＳを活用し市民等と行政のコミュニケーションを円滑化する等の行政サービスのデジタル化を進め

ます。 

 
プリペイド 

(前払い方式） 

リアルタイムペイ 

(即時払い方式） 

ポストペイ 

(後払い方式） 

サービス例 
電子マネー 

(交通系、流通系) 

デビッドカード 

(銀行系、国際ブランド系) 

モバイルウォレット 

(QRコード等) 

クレジットカード 

(磁気・ICカード) 

特徴 
利用金額を事前に 

チャージ 
リアルタイム取引 リアルタイム取引 後払い、与信機能 

支払方法 タッチ式(非接触) 
スライド式(磁気) 

読込式(IC) 

カメラ／スキャナ読込 

(QRコード、バーコード) 

タッチ式(非接触) 

スライド式(磁気) 

読込式(IC) 

図表 7 キャッシュレス決済のサービス例 

 一方で、図表５からは、７０歳以上のモバイル端末保有率は８割に届かず、特に８０歳以上では保有

率が５割を下回っている状況がうかがえるため、行政サービスのデジタル化に取り組む際にはデジタル

デバイド＊に十分配慮をします。 

 なお、国の「デジタル・ガバメント実行計画」でも示されているとおり、行政サービスは住民や事業

者に価値を提供するもの、又は住民や事業者が価値を創造する一助となるものでなければならず、オン

ラインサービスの提供に当たっては、利用者から見て一連のサービス全体が「すぐ使える」「簡単」「便

利」なものでなければなりません。 

こうした観点から、行政ではサービスデザイン思考＊に基づき、手続きのフロント部分（システム画

面等の利用者が直接触れる部分）のデジタル化だけでなく、業務改革（ＢＰＲ＊）の実施により、サービ

スを受ける必要が生じたときからサービスの提供後までの、エンドツーエンドにわたる利便性の向上を

推進することが求められており、本市もこの方針に沿って取り組んでいきます。 
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２－１－２ 少子高齢化の進行、生産年齢人口の減少 

１．社会状況について 

 日本では、医療技術の進展等による平均寿命の延伸、結婚・出産に対する価値観の変化等による出生

率の低下を背景に、少子高齢化が急速に進行しており、平成２０（２００８）年をピークに総人口の減

少が始まっています。 

 国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口（平成２９年推計）」によれば、国

内における総人口は令和３５（２０５３）年に１億人を下回ると予測されています。また、生産年齢人

口（１５歳～６４歳）は令和２２（２０４０）年に５，９７８万人となり、総人口に占める割合が５３．

９％まで減少する一方で、高齢者人口（６５歳以上）の割合は令和１８（２０３６）年に３３．３％と

なり、国民の３人に１人が高齢者になるとも予測されています。 

 少子高齢化の進行や生産年齢人口の減少は、労働力の不足、医療・介護費の増大等の社会課題を深刻

化させることが懸念され、その対策が急務となっています。 

２．本市の状況及び方向性について 

本市では、年少人口（０～１４歳）及び生産年齢人口の割合が減少する一方で、高齢者人口の割合が

上昇しています。また、推計では、今後は生産年齢人口の割合が横ばいで推移するなか、令和１０（２

０２８）年をピークに総人口は減少へ転じると見込まれています。 

また、市民ニーズや行政課題へ積極的に対応してきた結果、不測の事態の備えである財政調整基金の

取り崩しが続いており、今後は社会保障関係経費の拡大や公共施設の老朽化対応も見込まれる等、厳し

い財政状況に置かれています。 

 こうした状況下でも持続可能な形で行政サービスを提供するため、庁内事務のデジタル化を進めるこ

とで業務の効率化を図り、人的資源を行政サービスに振り向けることで利便性の向上を図ります（図表

8）。   

図表 8 庁内事務のデジタル化による効果 
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２－１－３ 自然災害の増加及び新型コロナウイルス感染症の発生 

１．社会状況について 

平成２３年３月に発生した東日本大震災は未曾有の大災害となり、多くの命が犠牲となりました。そ

の後も、平成２８年の熊本地震、平成３０年の７月豪雨等、大規模な自然災害が頻発しており、行政で

は防災・減災対策の強化が急務となっています（図表 9）。 

 また、令和元年１２月に発生が確認された新型コロナウイルス感染症は世界規模で感染拡大し、国内

でも多数の感染者が出ています。その対策として緊急事態宣言による自粛要請等が求められた結果、国

民生活、経済、産業等のあらゆる方面で影響が生じています。 

災害 被害状況等 

東日本大震災（2011） ⚫ 日本観測史上最大の地震。津波との複合災害として甚大な被害が発生した。 

⚫ 多数の通信インフラが被災したことにより、自治体機能が停止し、被災者対応に課

題があったことから、災害時の情報の重要性が認識されることとなった。 

熊本地震（2016） ⚫ 震度 7を観測した地震であり、電気や水道のライフラインに甚大な被害が生じた。 

⚫ 東日本大震災の経験を教訓にし、ドローン等の情報収集・伝達のための取組が実施

された。 

平成 30年 7月豪雨（2018） ⚫ 水害による被害が発生し、洪水時の避難情報の伝達方法等が課題として認識され

た。 

北海道胆振東部地震（2018） ⚫ 2018年 9月、日本で初めてとなる大規模停電(ブラックアウト)が発生した。 

房総半島台風（2019） ⚫ 大規模停電とそれに伴う広範囲にわたる断水が発生した。 

東日本台風（2019） ⚫ 東日本～東北地方を中心に広範囲で発生した大雨。平成 30年 7月豪雨で挙げられ

た避難情報の伝達方法について、「警戒レベル」を活用する取組が実施された。 

図表 9 国内における東日本大震災以降の自然災害の例 

 

２．本市の状況及び方向性について 

本市は、平成２９年の台風第２１号や令和元年東日本台風の発生時に大きな被害が発生しているほか、

首都圏直下型地震が今後３０年以内に７０％の確率で起こるとされており、災害の発生に備え、ＳＮＳ

を活用した情報の発信・収集や、情報資産を保全するための取組等を強化します。 

また、通常業務を行いながら、新型コロナウイルス感染症の患者やワクチン接種等に対応するため、

デジタル技術の活用による業務効率化を図ります。  
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２－１－４ サイバー攻撃の多様化・巧妙化 

１．社会状況について 

ＩＰＡ（情報処理推進機構）が公表する「情報セキュリティ１０大脅威２０２１」によれば、令和２

年度における組織の脅威ランキング３位は「テレワーク等のニューノーマルな働き方を狙った攻撃」と

なっており、社会情勢に応じ、攻撃手法が多様化している状況がうかがえます（図表 10）。 

 また、製造事業者やＩＴ事業者を狙ったサプライチェーン攻撃＊やランサムウェア攻撃＊等の巧妙な攻

撃による情報流出や操業停止等の被害が各所で相次いでいます。 

「個人」向け脅威 順位 「組織」向け脅威 

スマートフォン決済の不正利用 １ ランサムウェアによる被害 

フィッシングによる個人情報等の詐取 ２ 標的型攻撃による機密情報の窃取 

ネット上の誹謗・中傷・デマ ３ ニューノーマルな働き方を狙った攻撃 

メールや SMS等を使った脅迫・詐欺 ４ サプライチェーンの弱点を悪用した攻撃 

クレジットカード情報の不正利用 ５ ビジネスメール詐欺による金銭被害 

インターネットバンキングの不正利用 ６ 内部不正による情報漏えい 

インターネットサービス上での個人情報窃取 ７ 予期せぬ IT基盤の障害に伴う業務停止 

偽警告によるインターネット詐欺 ８ インターネットサービスへの不正ログイン 

スマートフォン上の不正アプリによる被害 ９ 不注意による情報漏えい等の被害 

インターネットサービスへの不正ログイン １０ 脆弱性対策情報の公開に伴う悪用増加 

図表 10 2021 年における情報セキュリティ 10 大脅威（「情報セキュリティ 10 大脅威 2021」を基に本市で作成） 

 

２．本市の状況及び方向性について 

本市は、サイバー攻撃等の脅威から重要な情報資産を守るためさまざまな情報セキュリティ対策を講

じており、多様化・巧妙化するサイバー攻撃に対しても対策を進めています。 

 なお、情報セキュリティの確保に当たっては、サイバー攻撃に対し、システムによる防御等の技術的

な対策を講じるだけでなく、人的要因による情報セキュリティ事故を防止する必要があるため、職員の

ＩＣＴリテラシー向上に向けた情報セキュリティ研修の継続・強化や、委託事業者に対する指導・監査

の実施等に取り組んでいきます。  
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２－２ 国の動向 

２－２－１ ＩＴ戦略の動向 

１．国の動向 

平成１２年に成立した「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」に基づき、国は平成１３年に「ｅ

－Ｊａｐａｎ戦略」を公表し、インターネットをはじめとするネットワークインフラが整備される等、

国内のＩＴ化が進みました。 

 その後、通信技術の進歩やＩｏＴの普及等を背景に多種・大量のデータが流通し、データの重要性が

社会的に高まったことを踏まえ、平成２８年に「官民データ活用推進基本法」が成立しました。これに

基づき、国は平成２９年に「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（以下「Ｉ

Ｔ宣言・官民計画」という。）を策定し、全ての国民がＩＴやデータ利活用による便益を享受できる社

会を目指すとしました。また、この計画に基づき、国は平成２９年に「デジタル・ガバメント推進方針」

を公表し、データ利活用及びデジタル・ガバメント＊の実現を新たな柱とし、平成３０年にはこの推進

方針を具体化する「デジタル・ガバメント実行計画」を策定しました。 

 このようななか、国は、インフラ整備は世界的に見ても進んでいるもののデジタルの面では進展する

余地が大きいとして、目標を「ＩＴ国家」から「デジタル国家」に変更し、平成３０年に「ＩＴ宣言・

官民計画」を「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（以下「デジタル宣

言・官民計画」という。）に改定し、紙中心の行政の在り方等を変革し、国民が真に豊かさを実感でき

る社会を目指すとしました。また、令和元年に改正された「情報通信技術を活用した行政の推進等に関

する法律」、いわゆる「デジタル行政推進法」により、行政サービスをデジタルで完結させるために不

可欠なデジタル３原則（デジタルファースト＊、ワンスオンリー＊、コネクテッド・ワンストップ＊）が

示され、行政手続のオンライン化が強く求められることとなりました。 

 令和３年には、ＩＴ基本法を刷新する法律や自治体の情報システム標準化法等の６本の法律から成る

「デジタル改革関連法」が成立しています。 

２．本市の方向性 

 国のＩＴ戦略の基本となる「デジタル宣言・官民計画」においては、行政手続のオンライン化原則等、

国の行政機関や自治体が取り組むべきデジタル化に向けた各種施策が掲げられています。本市は、ＩＴ

戦略の策定・改定等が行われる際には、その趣旨や内容等を的確に捉え、本プランを改定する等、適切

な対応を取ります。  
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２－２－２ 自治体ＤＸの推進、デジタル庁の創設 

１．国の動向 

新型コロナウイルス感染症対応を通じ、行政のデジタル化の遅れが顕在化したことを踏まえ、令和２

年１２月２５日に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」でデジタル社会の目

指すビジョンが示されました（図表 11）。この基本方針に基づき、国は「デジタル・ガバメント実行計画」

を改訂し、デジタル・ガバメント推進の取組を加速するとしました。 

 

 総務省は、「デジタル・ガバメント実行計画」における各施策のうち、自治体が重点的に取り組むべ

き事項・内容を具体化するとともに国の支援策等を取りまとめ、「自治体デジタル・トランスフォーメ

ーション（ＤＸ）推進計画」（以下「自治体ＤＸ推進計画」という。）を策定し、令和３年７月には「自

治体ＤＸ推進計画」の取組を具体化し、「自治体ＤＸ推進手順書」を策定しました。 

 また、令和３年９月、国は「デジタル庁設置法」に基づき、行政の縦割りを打破し、大胆に規制改革

を断行するための組織としてデジタル庁を創設し、行政サービスを抜本的に向上するとしました。 

２．本市の方向性 

 自治体ＤＸとは、自治体が行政サービスや庁内事務においてデジタル技術やデータを活用し、市民等

の利便性向上や業務の効率化を図るとともに、新たな価値を創出することです。 

そのためには、デジタル技術の導入を契機とし、自治体経営や組織マネジメントの在り方、組織風土、

文化、職員の働き方、市民との関係等、あらゆる面における根本的な改革が必要となります。また、こ

れらの改革を成功へ導くためには、庁内横断的な組織体制の整備やデジタル人材の育成・確保等といっ

た取組が不可欠です。 

 自治体ＤＸの実現に向けて、行政サービスや庁内事務のデジタル化を進めるとともに、庁内における

組織体制の整備やデジタル人材の充実を図ります。  

図表 11 デジタル改革の目的（「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を基に市で作成） 
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２－３ 県の動向 

２－３－１ 「埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画」 

１．県の動向 

 県は、令和３年４月から令和６年３月までの３年間を計画期間とする「埼玉県デジタルトランスフォ

ーメーション推進計画」を令和３年３月に策定しました（図表 12）。 

２．本市の対応 

本市では、電子申請・届出システム、オープンデータポータルサイト、保健業務システムを県及び県

内市町村と共同で調達・運用することで経費縮減を図っています。今後も、共同調達・運用による経費

縮減が見込める事業については積極的に取り組んでいきます。 

また、県の施策体系のうち「利用者管理の一元化」「官民データ活用の推進」「行政機関連携」につ

いては本プランの施策とも関連性があるため、県と歩調を合わせて取り組んでいきます。 

⚫ 利用者管理の一元化 

共同運用のシステム含め、オンラインサービスの利用登録を可能な限り一元化する旨の記載がある。 

⚫ 官民データ活用の推進 

積極的にオープンデータ＊の公開に取り組む旨の記載がある。 

⚫ 行政機関連携 

システムの共同運用拡大を検討する旨の記載がある。

図表 12 県の計画の施策体系（「埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画」を基に本市で作成） 

共通施策

施策枠組み

県民サービス施策

事業者サービス施策

行政事務施策

基本施策

セキュリティ及び個人情報

の適正な運用
デジタルデバイドの解消 業務継続性の確保

行政手続の

オンライン化

行政事務の

デジタル化

デジタルサービスの

充実

事業者DXの支援

システムの標準化

施策

利用者管理の一元化

官民データ活用の

推進

行政機関連携

デジタルインフラの

整備
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第３章 施策体系 

３－１ 施策体系について 

「総合計画後期基本計画」における「第８章 施策番号５０ 情報化施策の推進」の目的である「Ｉ

ＣＴを活用し、市民の利便性の向上や効率的な行財政運営を行うこと。」の実現や、情報化を取り巻く

社会状況等に対応するため、４つの基本施策と１５個のデジタル化施策を設定しました（図表 13）。 

 

  
図表 13 施策体系図 
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３－２ 基本施策について 

 本プランでは、デジタル化を体系的に推進するため、４つの基本施策を設けています。 

３－２－１ ［基本施策１］行政サービスのデジタル化 

１．施策の概要 

基本施策１では、行政サービスのデジタル化に取り組みます。 

 「平日は仕事や子育てがあり、市役所に行く時間を持てない」「電子マネーやクレジットカードで支

払いたい」「窓口で申請書を書くのが大変」等の課題について、オンライン申請可能な手続きの拡充や

受付窓口のデジタル化により解決し、市民等の利便性向上を図ります（図表 14）。 

 また、市民等が市政に参画する機会を増やすため、ＷＥＢ会議の利活用やＳＮＳを活用した投稿・通

報サービスの提供等を進めます。 

 

 

 

２．デジタル化施策 

⚫ 行政手続のオンライン化の推進 ................................................ 28ページ 

⚫ 窓口のデジタル化の推進 ...................................................... 29ページ 

⚫ ＷＥＢ会議の利活用 .......................................................... 30ページ 

⚫ ＳＮＳの利活用 .............................................................. 31ページ 

  

図表 14 行政サービスのデジタル化のイメージ 
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３－２－２ ［基本施策２］庁内事務のデジタル化 

１．施策の概要 

 基本施策２では、庁内事務のデジタル化に取り組みます。 

 「大量の申請書があり、処理に膨大な時間がかかっている」「決裁のために、各所を回らなければな

らない」「職場に感染症が蔓延したら業務が停止してしまう」等の課題について、ＡＩ、ＲＰＡ＊等のデ

ジタル技術により解決し、業務の効率化を図ります。 

また、柔軟かつ効率的な働き方を推進するテレワークの推進や、国の施策に基づく取組（業務システ

ムの標準化・共通化、マイナンバーカードの普及促進）を実施します（図表 15）。 

 

 

 

２．デジタル化施策  

⚫ ＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術の利活用 ........................................ 32ページ 

⚫ テレワークの推進 ............................................................ 33ページ 

⚫ ペーパーレス化の推進 ........................................................ 34ページ 

⚫ 国の施策に基づく取組の実施 .................................................. 35ページ 

  

図表 15 庁内事務のデジタル化のイメージ 
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３－２－３ ［基本施策３］データの利活用 

１.施策の概要 

基本施策３では、データの利活用に関する取組を進めます。 

行政サービスや庁内事務のデジタル化で蓄積される多種・大量のデータの収集、分析、活用を通じ、

社会課題の解決や根拠に基づく政策立案が図られるよう、データの利活用を進めます。 

また、「官民データ活用推進基本法」に基づき、個人情報の取扱いに十分留意しながらオープンデー

タを推進し、多様な主体におけるデータの利活用を推進します（図表 16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、国は全ての社会活動の土台となるベース・レジストリ＊を構築しようとしています。ベース・レ

ジストリは、公的機関等で登録・公開され、さまざまな場面で参照される、人、法人、土地、建物、資

格等の社会の基本データであり、正確性や最新性が確保された社会の基幹となるデータベースです（図

表 17）。本市は、ベース・レジストリの整備に向けた国の動向を注視し、必要に応じて求められる対応

を取ります。 

 

２．デジタル化施策 

⚫ オープンデータの推進 ........................................................ 36ページ 

⚫ データ利活用環境の整備及びＥＢＰＭの推進 .................................... 37ページ  

データ利活用 

・ 行政データのオープンデータ化を推進することにより、多様な主体におけるデータ利活用が活

発化し、新たな価値の創造が期待できます！ 

・ データの収集、分析、活用を通じ、社会課題の解決や根拠に基づく政策立案が期待できます！ 

図表 16 データ利活用のイメージ 

図表 17 ベース・レジストリのイメージ 
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３－２－４ ［基本施策４］経営資源の整備及び配慮すべき事項 

１.施策の概要 

 基本施策４では、基本施策１～３を着実に進めるため、その基盤となる経営資源「ヒト・モノ・カネ」

の整備と、本市がデジタル化を進めるに当たって配慮すべき事項を示しています。 

 行政のデジタル化を効率的・効果的に進めるには、庁内におけるデジタル人材の育成・確保（ヒト）が

不可欠です。また、有事にも安定的に行政サービスを提供できる環境の整備や、サイバー攻撃等の脅威

から情報資産を守るための情報セキュリティ対策（モノ）も行政の重要な役割です。 

さらに、本市の厳しい財政状況を踏まえると、システム導入等に際しては費用対効果を強く意識する

こと（カネ）が求められます。 

 なお、デジタル化を進めるに当たっては、デジタルデバイドに配慮して取り組みます（図表 18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.デジタル化施策 

⚫ デジタル人材の育成・確保 .................................................... 38ページ 

⚫ デジタルデバイドに配慮した取組の推進 ........................................ 39ページ 

⚫ ＩＣＴ－ＢＣＰの適切な実施 .................................................. 40ページ 

⚫ 情報セキュリティ対策の徹底 .................................................. 41ページ 

⚫ 適正なシステム運用の推進 .................................................... 42ページ 

  

経営資源の整備及び配慮すべき事項 

・ デジタル化を効率的・効果的に進めるため、デジタル人材の育成・確保を図ります（ヒト） 

・ 有事にも安定的に行政サービスを提供できる環境を整備します（モノ） 

・ 情報セキュリティ対策を徹底し、サイバー攻撃等の脅威から情報資産を守ります（モノ） 

・ 厳しい財政状況を踏まえ、費用対効果を強く意識してデジタル化に取り組みます（カネ） 

・ デジタル化を進めるに当たっては、デジタルデバイドに配慮して取り組みます（配慮すべき事項） 

図表 18 経営資源の整備及び配慮すべき事項のイメージ 



第３章 施策体系 

 

26 

 

３－３ 自治体ＤＸ推進計画の取組事項について 

 総務省の「自治体ＤＸ推進計画」で各自治体に求められている取組事項のうち、本プランの施策を通

じて推進するものについては図表 19のとおりです（「〇」が付いている取組事項が対象です。）。 

施策名＼取組事項名 

施策を通じて推進する、自治体ＤＸ推進計画の取組事項 ― 

組
織
体
制
の
整
備
、 

人
材
の
育
成
・
確
保
等 

情
報
シ
ス
テ
ム
の 

標
準
化
・
共
通
化 

行
政
手
続
の 

オ
ン
ラ
イ
ン
化 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

の
普
及
促
進 

Ａ
Ｉ
・
Ｒ
Ｐ
Ａ
の 

利
用
促
進 

テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の

徹
底 

デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ド 

対
策 

Ｂ
Ｐ
Ｒ
の
取
組
の
徹
底 

（
書
面
等
の
見
直
し
） 

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の 

推
進 

本
プ
ラ
ン
単
独
施
策 

行政手続のオンライン化の 

推進 
  ○         

窓口のデジタル化の推進           ○ 

ＷＥＢ会議の利活用           ○ 

ＳＮＳの利活用           ○ 

ＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術

の利活用 
    ○       

テレワークの推進      ○      

ペーパーレス化の推進         ○   

国の施策に基づく取組の推進  ○  ○        

オープンデータの推進          ○  

データ利活用環境の整備及び 

ＥＢＰＭの推進 
         ○  

デジタル人材の育成・確保 ○           

デジタルデバイドに配慮した 

取組の推進 
       ○    

ＩＣＴ－ＢＣＰの適切な実施           ○ 

情報セキュリティ対策の徹底       ○     

適正なシステム運用の推進           ○ 

図表 19 本プランと「自治体 DX 推進計画」の取組事項との関連性 



第３章 施策体系 

 

27 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 

デジタル化施策 



第４章 デジタル化施策 

 

28 

 

第４章 デジタル化施策 

４－１ 行政サービスのデジタル化 

４－１－１ 行政手続のオンライン化の推進 

【目 的】行政手続のオンライン化を推進し、市民等の利便性向上を図るとともに、手続きに関する

事務処理のデジタル化を進め、業務効率化を図ります。 

１．取組事項 

⚫ マイナポータル（ぴったりサービス）メニューの充実【目標：令和 4年度に実施】 

国が求める子育てと介護に関する２６手続をマイナポータル＊のメニューに追加し、ぴったりサ

ービス＊のオンライン申請機能を充実します。 

⚫ オンラインによる申請・届出の促進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

オンライン化していない申請・届出のオンライン化を促進します。 

⚫ オンラインによる申請・届出の環境整備【目標：令和 7年度までに実施】 

県及び県内市町村と共同運用している電子申請・届出システムにキャッシュレス決済機能を追加

し、申請・届出がオンラインで完結できる環境を整備します。 

２．期待する効果 

【市民等】 

⚫ 時間や場所等の条件を問わず各種手続の申請が行えるようになるとともに、窓口の混雑緩和や待ち

時間の短縮が期待されます。 

⚫ 支払いを含めた一連の手続きがオンラインで完結するようになります。 

【行 政】 

⚫ 申請データを各システムに連携することで職員の事務負担が軽減できます。 

３．指標 

⚫ 電子申請の利用件数（件/年）(総合計画後期基本計画における指標) 

目標値： １０，０００件（令和７年度） ※実績値：１０，８６６件（令和２年度） 

 ※新型コロナウイルス感染症関連手続によって令和２年度の申請数が突出しているため、本プランの

目標値は令和元年度（実績値：７，６０４件）を基に設定する。  
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４－１－２ 窓口のデジタル化の推進 

【目 的】窓口のデジタル化を推進し、市民等の利便性の向上を図ります。 

１．取組事項 

⚫ 窓口における申請・届出の簡素化【目標：令和 7年度までに実施】 

窓口における申請・届出の簡素化を図るため、書かない窓口（申請補助システム）を整備します。 

⚫ 窓口におけるキャッシュレス決済の導入【目標：令和 4年度から実施】 

窓口におけるキャッシュレス決済の環境を整備します。 

⚫ 問合せ手段の充実【目標：令和 7年度までに実施】 

簡易な問合せに対する自動応答システム（チャットボット＊・電話自動応答サービス等）を導入

します。 

２．期待する効果 

【市民等】 

⚫ 申請書の作成支援により、誰もがスムーズに申請を行えます。 

⚫ 窓口におけるキャッシュレス決済が可能となります。 

⚫ 自動応答システムにより、市への問合せ手段が充実します。 

【行 政】 

⚫ 申請の簡素化により、誰もが簡単に申請できるようになります。 

３．指標 

⚫ 申請補助システムによる申請・届出件数（件/年） 

事業開始後、計測を開始し、計測値に基づき、計画期間中に目標値を設定する。 

⚫ 窓口におけるキャッシュレス決済利用回数（回/年） 

 事業開始後、計測を開始し、計測値に基づき、計画期間中に目標値を設定する。 

⚫ チャットボットの利用回数（回/年） 

 事業開始後、計測を開始し、計測値に基づき、計画期間中に目標値を設定する。 
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４－１－３ ＷＥＢ会議の利活用 

【目 的】ＷＥＢ会議を利活用し、市民等の利便性向上を図ります。 

１．取組事項 

⚫ ＷＥＢ会議の利活用【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

市民相談や各種会議等において、ＷＥＢ会議を利活用します。 

２．期待する効果 

【市民等】 

⚫ 来庁が困難な方等が、オンラインで各種相談等を行えます。 

⚫ 遠方にいる方でも、各種会議に参加できるようになります。 

⚫ 参加者（相談者）の負担が軽減されます。 

⚫ 市政参画の機会が増えます。 

３．指標 

⚫ ＷＥＢ会議を利用した会議、行政サービスの利用回数（回/年） 

 図表 20のとおり 

回＼年 令和７年度 目標値 （参考）令和３年度（４月～１２月） 実績値 

会議（市主催） 200回 90回 

会議（参  加） 1000回 594回 

図表 20 WEB 会議の利用回数に関する目標値及び実績値 
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４－１－４ ＳＮＳの利活用 

【目 的】ＳＮＳを利活用し、市民等と行政間におけるコミュニケーションの円滑化を推進します。 

１．取組事項 

⚫ セグメント配信の実施【目標：令和 5年度から一部実施】 

ＳＮＳのユーザ属性（年代・居住地域等）登録機能を利用し、ターゲットを意識した情報発信（セ

グメント配信）を実施します。 

⚫ 写真等の投稿・通報サービスの取組【目標：令和 4年度から順次実施】 

市民等が、スマートフォン等を利用し、市のイベント等で写真募集を行う際に投稿したり、道路

等の市有物の損傷を見つけた際に撮影した写真や位置情報等を当該部署に通報したりできるサー

ビスの導入に向け、庁内検討を進めます。 

２．期待する効果 

【市民等】 

⚫ 本市が発信する情報のなかから、本人が必要とする情報を得やすくなります。 

【行 政】 

⚫ 位置情報と写真により、損傷の箇所や状態を把握しやすくなります。 

【市民等・行政】 

⚫ 各種コンテストや通報等を通じ、市政参画の機会が増えることが期待されます。 

３．指標 

⚫ セグメント配信の実施回数（回/年） 

 事業開始後、計測を開始し、計測値に基づき、計画期間中に目標値を設定する。 

⚫ ＳＮＳによる投稿・通報数（回/年） 

事業を開始する場合、計測を開始し、計測値に基づき、計画期間中に目標値を設定する。 

 

川越市 LINE 公式アカウント 

二次元コード 
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４－２ 庁内事務のデジタル化 

４－２－１ ＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術の利活用 

【目 的】デジタル技術の利活用により、業務の効率化を図ります。 

１．取組事項 

⚫ ＡＩを活用したテキストデータ化【目標：令和 4年度から利用部署を拡充】 

ＡＩ-ＯＣＲ＊や音声認識ソフトにより、申請書等の文字情報や録音データ等の音声情報をテキス

トデータ化し、いわゆる「文字起こし」に関する事務作業の軽減を図ります。 

⚫ ＲＰＡによる入力処理の自動化【目標：令和 4年度から利用部署を拡充】 

ＲＰＡにより、職員がコンピュータ上で行っている申請内容等の入力処理を自動化します。 

⚫ デジタル完結の推進【目標：ぴったりサービスとの連携は令和 4年度に一部実施】 

「ぴったりサービス」や各種オンラインサービスの申請データと市の基幹系システム＊（住民記

録、税務等の市の主要な業務に係るシステム）とのデータ連携を進め、申請からシステム処理まで

を一貫してデジタルにより完結できるよう、環境の整備を進めます。 

２．期待する効果 

【市民等・行政】 

⚫ 事務処理時間が削減され、市民等の待ち時間短縮や職員の事務負担が軽減されます。 

３．指標 

⚫ 音声認識ソフトによる会議録作成に係る時間の削減数（時間/年） 

令和４年度から測定を開始し、計測値に基づき、計画期間中に目標値を設定する。 

⚫ ＡＩ－ＯＣＲを活用した業務数（業務/年） 

   目標値：１０業務以上（令和７年度） 

⚫ ＲＰＡを活用した業務数（業務/年） 

   目標値：１０業務以上（令和７年度） 
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４－２－２ テレワークの推進 

【目 的】テレワークを活用した柔軟かつ効率的な働き方を推進します。 

１．取組事項 

⚫ コロナ禍における利用促進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

 基礎疾患のある職員の感染防止や職場におけるクラスターの発生防止のため、テレワークの活用

を促進します。 

⚫ 通常業務における利用促進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

 導入可能な業務や課題を整理し、通常業務における利用を促進します。 

⚫ テレワーク端末の有効活用【目標：令和 4年度中に内部規程や運用の見直しを実施】 

現場や訪問先においてテレワーク端末を有効活用できるよう、内部規程の整備や運用の見直しを

図ります。 

２．期待する効果 

【行 政】 

⚫ 非常時における業務継続性を確保できます。 

⚫ 現場から報告書を直接伝送できる等、働き方の幅が広がります。 

⚫ 育児、介護等のために時間制約がある職員、障害等のために日常生活・社会生活上の制約がある職

員の能力発揮に資する等、職員のワークライフバランス向上が期待できます。 

３．指標 

⚫ テレワークの延べ利用人数（人/年） 

 １，０００人（令和７年度） ※実績値：１９２人（令和３年４月～１２月） 
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４－２－３ ペーパーレス化の推進 

【目 的】庁内事務のペーパーレス化（紙の電子化）を推進し、紙の使用量を削減するとともに業務

の効率化を図ります。 

１．取組事項 

⚫ 文書のペーパーレス化の推進【目標：財務会計処理は令和 5年度実施、その他は順次検討】 

内部文書のペーパーレス化を推進するため、電子決裁システムを導入します。 

⚫ 会議資料のペーパーレス化の推進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

会議のペーパーレス化を推進するため、ファイル管理支援ツールを導入します。 

⚫ 帳票類のペーパーレス化の推進【目標：令和 4年度から順次実施】 

帳票類のペーパーレス化を推進するため、納付書や申請書等のイメージファイリング＊化を進め

ます。 

２．期待する効果 

【行 政】 

⚫ 紙やトナー等の購入経費の削減が期待できます。 

⚫ 保管する文書が減少することで事務室の省スペース化が期待できます。 

⚫ 各種文書の検索性が向上し、問合せ対応等に要する時間の短縮が期待できます。 

３．指標 

⚫ コピー用紙購入量（枚/年） 

目標値：４６，２１４，０００枚以下（令和７年度） 

（「第五次川越市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」における取組目標） 
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４－２－４ 国の施策に基づく取組の実施 

【目 的】国の制度や施策に基づき、デジタル化に関する取組を着実に実施します。 

１．国の施策について 

⚫ マイナンバーカードの普及促進 

国は、令和４年度末までにほとんどの国民がマイナンバーカードを保有することを目指すとして

います。 

⚫ 情報システムの標準化・共通化 

国は、自治体に対し、令和７年度までを目標に、基幹系２０業務システムを国が策定する標準仕

様に準拠したシステムに移行するよう求めています（図表 21）。 

住民基本台帳 印鑑登録 戸籍 戸籍の附票

選挙人名簿管理 固定資産税 個人市民税 法人市民税 軽自動車税

国民健康保険 後期高齢者医療

国民年金

介護保険 児童手当 児童扶養手当

就学 子ども子育て支援 障害者福祉 生活保護 健康管理

標準化対象業務(令和4年3月末現在)

 

図表 21 標準化対象 20 業務システム 

２．取組事項 

⚫ マイナンバーカードの新規発行・更新事務に係る体制の強化【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

今後、マイナンバーカードの新規発行や更新の事務が増大するものと想定されるため、人員体制

や組織間連携の強化を図ります。 

⚫ 情報システムの標準化・共通化【目標：令和 7年度に実施】 

基幹系２０業務システムを、国が策定する標準仕様に準拠したシステムに移行するとともに、業

務プロセスの見直し（ＢＰＲ）を併せて行います。 

３．指標 

⚫ マイナンバーカードの交付率（交付済枚数/本市人口） 

 目標値：１００％（令和４年度） ※実績値：３８．９％（令和４年１月１日現在） 

⚫ システムの標準化対応数 

 目標値：基幹系２０業務システム（令和７年度）  
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４－３ データの利活用 

４－３－１ オープンデータの推進 

【目 的】官民のデータ利活用を推進するため、行政保有データのオープンデータ化を進めます。 

１．取組事項 

⚫ 行政保有データのオープンデータ化【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

国が示している「推奨データセット」（図表 22）に加え、地区別、自治会区域別の人口統計データ

や本市が保有するイラスト、施設案内図等の画像データ等、市民ニーズに即した地域データのオー

プンデータ化を進めます。 

〇推奨データセットとは 

オープンデータの公開とその利活用を促進することを目的とし、国として公開を推奨するデータと、公開するデー

タの作成に当たり準拠すべきルールやフォーマット等を取りまとめたもの。令和 4年 3月現在、基本編（14種類）と

応用編（8種類）のデータが対象データとして示されている。 

基本編 

（14種） 

ＡＥＤ設置場所一覧、介護サービス事業所一覧、医療機関一覧、文化財一覧、観光施設一覧、イベント

一覧、公衆無線ＬＡＮアクセスポイント一覧、公衆トイレ一覧、消防水利施設一覧、指定緊急避難場所

一覧、地域・年齢別人口、公共施設一覧、子育て施設一覧、オープンデータ一覧 

応用編 

（８種） 

食品等営業許可・届出一覧、学校給食献立情報、小中学校通学区域情報、ボーリング柱状図等、都市計

画基礎調査情報、調達情報、標準的なバス情報フォーマット、支援制度情報 

図表 22 推奨データセットとは 

⚫ 国のオープンデータ戦略等に基づく対応【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

国のオープンデータ戦略やベース・レジストリ構想等に基づき、必要な施策を講じます。 

２．期待する効果 

【市民等・行政】 

⚫ 本市が公開するオープンデータを、多様な主体が分析、活用することにより、地域課題の解決や新

たなサービスの創出等につながることが期待されます。 

３．指標（総合計画後期基本計画における指標） 

⚫ オープンデータファイル数（ファイル）(総合計画後期基本計画における指標) 

 目標値： ２００ファイル（令和７年度） ※実績値：１２５ファイル（令和２年度）  
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４－３－２ データ利活用環境の整備及びＥＢＰＭの推進 

【目 的】データの収集、分析、活用のサイクル環境を整備し、行政の効率化・高度化を図るため、

ＥＢＰＭ＊（証拠に基づく政策立案）を推進します。 

１．取組事項 

⚫ 推進体制の整備【目標：令和 4年度に実施】 

ビッグデータ等の各種データの利活用に関する推進体制を整備します。 

⚫ ＥＢＰＭの推進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

既設の統計解析ソフトに加え、民間の位置情報分析サービスやＡＩ予測サービス、本市の住民情

報等を多角的に分析するＢＩツール＊等の導入を図り、ＥＢＰＭ(証拠に基づく政策立案)を推進し

ます。 

⚫ データ活用人材の育成【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

民間主催の研修等を通じ、データ分析等に長けた職員の育成を図ります。 

２．期待する効果 

【市民等・行政】 

⚫ 市政において、データの収集、分析、活用（ＥＢＰＭ）のサイクルを通じ、効果的な政策立案が図

られるとともに、政策決定過程の可視化が進むことが期待されます。 

３．指標 

⚫ データ利活用に関する職員研修の延べ参加人数（人/年） 

目標値：２０人以上（毎年度） 

 



第４章 デジタル化施策 

 

38 

 

４－４ 経営資源の整備及び配慮すべき事項 

４－４－１ デジタル人材の育成・確保 

【目 的】行政のデジタル化を効果的に推進するため、デジタル人材の育成・確保を図ります。 

１．取組事項 

⚫ 「学ぶ」機会の促進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

本市職員がデジタルに関する基礎知識を習得できるよう、各種研修の開催や動画による自習等

「デジタルを学ぶ」機会を促進します。 

⚫ 「知る」機会の促進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

デジタル技術の利活用が特定の部署に偏ることがないよう、活用事例を共有化する仕組みづくり

を進め、職員の「デジタルを知る」機会を促進します。 

⚫ 外部人材の活用等【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

行政のデジタル化に向け、国の人材派遣制度等、外部人材の活用を検討します（図表 23）。 

国の人材派遣制度 

地域情報化アドバイザー派遣制度：実績３４７団体（令和元年度） 

・本市では、平成３０年度に当派遣制度を活用 

地域活性化企業人（企業人材派遣制度）： 実績９８団体（令和２年度） 

デジタル専門人材派遣制度：実績４０団体（令和３年８月現在） 

図表 23 国の人材派遣制度 

 

２．指標 

⚫ デジタルに関する研修等の延べ参加人数（人/年） 

   目標値：１５０人以上（毎年度） 
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４－４－２ デジタルデバイドに配慮した取組の推進 

【目 的】アクセシビリティ＊や情報弱者＊に配慮した取組を推進します。 

１．取組事項 

⚫ 窓口における申請・届出の負担軽減【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

 オンライン手続が行えない人や申請書への記入が困難な人等の申請・届出に係る負担を軽減する

ため、書かない窓口（申請補助システム）を整備します。 

⚫ アクセシビリティへの配慮【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

本市が提供するサービスにおいては、画面デザイン、文字のフォント・サイズ、配色等について

アクセシビリティに配慮し、障害者や高齢者を含む、誰もが見やすく、操作しやすいサービスの提

供に努めます。 

⚫ 市施設における学習環境の整備【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

市民等が、ＷＥＢ（インターネット）を利用した講座等を受講できる環境を整備するため、図書

館等の施設に公衆無線ＬＡＮ＊を設置します。 

２．指標 

⚫ 公衆無線ＬＡＮのアクセスポイントの設置施設数 

目標値：５施設以上（令和７年度） 
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４－４－３  ＩＣＴ－ＢＣＰの着実な実施 

【目 的】ＩＣＴ－ＢＣＰ＊（ＩＣＴ部門の業務継続計画）を着実に実施します。 

１．取組事項 

⚫ 通信経路の多重化に向けた環境整備【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

自然災害発生時等においても行政サービスや庁内事務を継続できるよう、通信経路の多重化を図

ります。 

⚫ 業務継続性の確保【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

テレワークやＷＥＢ会議による業務環境の充実や地域ＢＷＡ＊制度の活用による内部ネットワー

ク基盤の整備等、災害時等における業務継続性を確保するための基盤整備を進めます。 

⚫ ＢＣＰシステム（災害時用システム）の運用【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

大規模災害時においても、住民情報の確認や罹（り）災証明の発行が迅速に行えるよう、庁内施

設にＢＣＰシステムを構築します。 

⚫ 情報保全対策の強化【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

火災や地震等による庁舎の損壊等により本市の情報資産が消失しないよう、データのバックアッ

プを強化します。 

２．指標 

⚫ ＩＣＴ－ＢＣＰに基づく訓練実施率（訓練内容は図表 24のとおり） 

 目標値：１００％（毎年度） ※実績値：１００％（令和３年度） 

訓練名 訓練の内容 

安否確認訓練 
電話（固定電話、携帯電話）の通話不能を想定し、電子メール等で情報システム部門の職員に

連絡及び参集予定時間の測定を行う。 

情報発信訓練 ポケット Wi-Fiや衛星携帯電話を使用し、ツイッター等で情報発信を行う。 

情報システムの 

停止・起動訓練 
停電発生時及び復電時からの情報システムの停止及び起動手順を確認する。 

図表 24 ICT-BCP における主な訓練内容 
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４－４－４ 情報セキュリティ対策の徹底 

【目 的】情報資産の漏えい等を防ぐため、情報セキュリティ対策を引き続き徹底します。 

１．取組事項 

⚫ 職員に対する取組【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

各種研修やセルフチェックを継続的に行い、本市職員が情報セキュリティや個人情報保護等に関

する知識を習得できるよう努めます。（本市における取組については図表 25のとおり） 

取組名 概要 対象者 実施頻度 

情報セキュリティ研修 

（新規採用職員向け） 

新規採用職員に対し、自治体職員として必要な情

報セキュリティに関する知識の育成を目的に実

施している集合研修 

新規採用職員 年１回～２回 

情報セキュリティ研修 

（課長級昇任者向け） 

課長級昇任者に対し、管理職（課長級）として必

要な情報セキュリティに関する知識の醸成を目

的に実施している集合研修 

課長級昇任者 年１回 

情報セキュリティセル

フチェック 

各所属の情報セキュリティ対策の遵守状況の把

握、職員への意識啓発及び情報セキュリティ事故

の発生防止を目的に実施している自己点検 

全職員 

（全所属） 
年１回 

図表 25 本市の職員に対する情報セキュリティのリテラシー向上に向けた取組 

⚫ 委託事業者に対する取組【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

委託事業者、特にマイナンバーを取り扱うシステムを管理する事業者に対し、個人情報の漏えい

防止対策として、指導や監査等を適正に実施します。 

⚫ サイバー攻撃等への取組【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

 情報システム等の脆弱性対応を確実に行うとともに、サイバー攻撃による被害の防止、最小化に

向けた対策を講じます。 

⚫ ＢＹＯＤを想定した情報セキュリティの検討【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

個人端末の業務利用（ＢＹＯＤ＊）が普及している状況を踏まえ、経費削減や新しい生活様式に

沿った働き方の実現等を目的に、ＢＹＯＤを想定した情報セキュリティを検討します。 

２．指標 

⚫ 情報セキュリティ研修計画に基づく職員研修実施回数（回/年） 

目標値：３回以上（毎年度。階層別、セルフチェック含む）  
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４－４－５ 適正なシステム運用の推進 

【目 的】システム等の調達や運用に係る効率性を高めるため、適正なシステム運用を推進します。 

１．取組事項 

⚫ クラウドサービスの利活用【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

各システムを運用するに当たっては、国が提唱するクラウド・バイ・デフォルト原則（クラウド

サービスの利用を第１候補として考えること）に基づき、クラウドサービスを中核とした運用に転

換し、システムの維持管理に係る職員の負担軽減と庁舎の光熱水費の削減に努めます。 

⚫ システムの共同調達・運用の推進【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

ＡＩやＲＰＡ等のデジタル技術や情報システムを導入するに当たっては、県や他自治体との共同

調達・運用を検討し、調達等に係る事務の軽減や割り勘効果による導入費用の縮減に努めます。 

⚫ 情報システム等調達の適正化の推進【目標：令和 5年度末までに策定】 

各部署が調達するシステムの質を高め、経費効果を上げるため、機能や運用管理等の基本要件を 

定めたシステム調達手引書を策定します。また、可能な限りシステムを集約し、運用・維持管理業 

務の効率化を図ります。 

⚫ 地域ＢＷＡ制度を活用した民間通信サービスの導入検討【令和 4年度～令和 7年度継続事業】 

公衆無線ＬＡＮの設置や市庁舎間ネットワークの整備等の広域ネットワークサービスの利活用

に向けて、地域ＢＷＡ制度を活用した民間通信サービスの導入を検討します（図表 26）。 

 

図表 26 地域 BWA によるサービス例 

２．指標 

⚫ 情報システムのクラウドサービス利用数 

目標値：６０件（令和７年度） ※実績値：４９件（令和３年度） 

⚫ 共同運用するシステム数 

   目標値：８件（令和７年度） ※実績値：４件（令和３年度） 
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用語集 

 用語 用語の解説 

Ａ ＡＩ（エーアイ） Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ（アーティフィシャル・インテリジェンス）の略。人工知

能。電子計算機に高度の判断機能を持ったプログラムを記憶させ、大量の知識を

データベースとして備え、推論・学習等の人間の知能に近い能力を持たせようとす

るもの。 

ＡＩ-ＯＣＲ（エー

アイオーシーア

ール） 

ＯＣＲはＯｐｔｉｃａｌ Ｃｈａｒａｃｔｅｒ Ｒｅａｄｅｒ（オプティカル・キャラクター・リーダー）

の略で、書類や帳票の文字を読み取り、データ化する技術を指す。この技術にＡＩを

組み合わせることで、手書き文字の認識精度が向上する。 

Ｂ ＢＩ（ビーアイ）ツ

ール 

組織が保有する大量のデータから必要な情報を集約し、一目で分かるようにする

ツールのこと。政策の意思決定や予算編成のシミュレーション等に活用されている。 

ＢＰＲ（ビーピー

アール） 

Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ｒｅ-ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリン

グ）の略。業務本来の目的に向かって既存の組織や制度を抜本的に見直し、プロセ

スの視点で、職務、業務フロー、管理機構、情報システムをデザインし直すこと。 

ＢＹＯＤ（ビーワ

イオーディー） 

Ｂｒｉｎｇ Ｙｏｕｒ Ｏｗｎ Ｄｅｖｉｃｅ（ブリング・ユアー・オウン・デバイス）の略。職員が

個人所有の情報機器を職場に持ち込み、業務に利用すること。その一方で、企業、

組織側が把握していない情報機器が業務に利用されることはシャドーＩＴと呼ばれ、

情報セキュリティ事故を引き起こす要因となり得る。 

Ｄ ＤＸ（ディーエッ

クス） 

Ｄｉｇｉｔａｌ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ（デジタル・トランスフォーメーション）のこと。デジタ

ルと変革を意味するトランスフォーメーションを組み合わせた言葉で、広義には「ＩＴ

の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」こと、狭義には

「デジタル技術の活用により組織を変革し、新たなサービスや価値を創出すること」

を意味する。英語圏では、しばしば「Ｔｒａｎｓ」を、交差を意味する「Ｘ」の一文字で表

すことから、「ＤＸ」と呼称されている。 

Ｅ ＥＢＰＭ（イービ

ーピーエム） 

Ｅｖｉｄｅｎｃｅ Ｂａｓｅｄ Ｐｏｌｉｃｙ Ｍａｋｉｎｇ（エビデンス・ベースド・ポリシー・メイキン

グ）の略。証拠に基づく政策立案。統計データや各種指標等の客観的なエビデンス

（証拠）を基に、政策の決定や実行を効率的・効果的に行うこと。 

Ｉ ＩＣＴ（アイシーテ

ィー） 

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（インフォメーション・ア

ンド・コミュニケーション・テクノロジー）の略。情報通信技術。情報処理だけではな

く、インターネットをはじめとする通信技術を利用した産業やサービス等の総称。 
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ＩＣＴ-ＢＣＰ（アイ

シーティービー

シーピー） 

ＢＣＰはＢｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎ（ビジネス・コンティニュイティー・プラン）

の略。ＩＣＴと組み合わせることにより、「ＩＣＴ部門の業務継続計画」を指し、災害時

に庁舎が被災しても、ＩＣＴ資源を利用できるよう準備しておき、応急業務の実効性

や通常業務の継続性を確保する計画であり、また、地域防災計画を支え、地域防災

計画の想定を超える災害にも備える計画である。 

ＩｏＴ（アイオーテ

ィー） 

Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ（インターネット・オブ・シングス）の略。従来の情報機器

のみならず、日常生活や産業を取り巻くあらゆるものにセンサーと通信機器を取り

付け、インターネット経由で結び、その位置や状態を常に把握したり、遠隔操作した

りすることにより、さまざまなサービスを実現すること。 

Ｐ ＰＤＣＡ（ピーデ

ィーシーエー）サ

イクル 

品質管理や業務管理における継続的な改善方法のこと。Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実

行）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、Ａｃｔ（改善）の４段階を繰り返すことにより、業務を継続的に

改善するもの。 

Ｒ ＲＰＡ（アールピ

ーエー） 

Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ（ロボティック・プロセス・オートメーション）の

略。人間がコンピュータ上で行っている定型業務をソフトウェアロボットにより自動

化する技術を指す。 

Ｓ Ｓｏｃ ｉｅ ｔｙ５．０

（ソサエティゴー

テンゼロ） 

日本が提唱する未来社会のコンセプト。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空

間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより経済発展と社会的課題の解決を

両立する、人間中心の社会のこと。 

あ アクセシビリティ あらゆる利用者が機器・サービスを円滑に利用できること。 

い イメージファイリ

ング 

紙をイメージ化（デジタル化）してファイリング（保存）することにより、IT 機器か

ら簡単に検索、閲覧等できるようにすること。 

お オープンデータ 機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可能な利用ルールで公開されたデ

ータのこと。 

オンライン会議 離れた拠点間で、インターネットを通じて映像・音声のやり取りや資料の共有等を

行うための情報システムのこと。ＷＥＢ会議と同義。 

か 川越市情報化推

進会議 

本市の情報化施策の総合的な推進を図るため設置されている組織のこと。情報

化計画の立案や、情報システムや情報機器等の導入に係る審査等を担う。 

き 基幹系システム 広義には、組織の事業活動そのものに関わる重要なシステムを指す。狭義（自治

体レベル）には、住民情報、税務、国民健康保険、国民年金、福祉関連システム等

の、自治体の主要な業務に係るシステムを指す。 

く クラウドサービス クラウドサービスは、インターネット経由でサービスを利用する形態であり、サー

バやネットワーク機器等のインフラの提供を受ける「ＩａａＳ（イアース、又はアイアー
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ス、Ｉｎｆｒａｓｔｒａｃｔｕｒｅ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）」、ＯＳ等のプラットフォームの提供を受ける

「ＰａａＳ（パース、Ｐｌａｔｆｏｒｍ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）」、ソフトウェアの提供を受ける「Ｓａ

ａＳ（サース、Ｓｏｆｔｗａｒｅ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）」がある。 

こ 公衆無線ＬＡＮ

（ラン） 

無線ＬＡＮを利用したインターネット接続を提供するサービスのこと。フリーＷｉ－Ｆ

ｉ、無料Ｗｉ－Ｆｉ等とも呼ばれる。Ｗｉ－Ｆｉは、無線ＬＡＮのなかで最も広く普及している

方式である。 

コネクテッド・ワ

ンストップ 

「デジタル行政推進法」におけるデジタル３原則の１つ。民間のサービスも含め、

どこでも、一箇所でサービスを実現できるようにすること。 

コンビニ交付 マイナンバーカード（又は住民基本台帳カード）を利用して自治体が発行する証

明書（住民票の写し、印鑑登録証明書等）を全国のコンビニエンスストア等に設置

されているキオスク端末（マルチコピー機）から取得できるようにするサービスのこ

と。本市では、平成２９年度から同サービスを開始している。 

さ サプライチェー

ン攻撃 

サプライチェーン（原材料や部品の調達から製造、生産管理、販売、配送といった

一連の流れ）の中で、比較的情報セキュリティ対策が手薄な企業を狙ってサイバー

攻撃を仕掛けること。自社の情報セキュリティ対策だけでなく、関連企業の情報セキ

ュリティを高度化することが求められている。 

サービスデザイ

ン思考 

サービスの現状における課題を、デザイン思考（製品のデザインにおける考え方

を、さまざまな領域に広げるために整理した方法論）を用いて解決すること。作り手

の都合によってサービスを作るのではなく、ユーザの立場に立った時にどのような

使い勝手のサービスであれば使いやすいのかを検証し、形にしていくこと。 

し 情報弱者 情報の入手や利用について困難を抱える人のこと。 

ち 地域ＢＷＡ（ビー

ダブリューエー） 

地域Ｂｒｏａｄｂａｎｄ Ｗｉｒｅｌｅｓｓ Ａｃｃｅｓｓ（ブロードバンド・ワイヤレス・アクセス）

の略。２．５ＧＨｚ帯の周波数の電波を使用し、地域の公共サービスの向上や、デジタ

ルデバイド（条件不利地域）の解消等、地域の公共の福祉の増進に寄与することを

目的とした電気通信業務用の無線システム。 

チャットボット チャットボットは、チャット（会話）とボット（ロボット）を組み合わせた言葉。あらか

じめ作成したシナリオに沿って回答する自動会話プログラムのこと。 

て デジタル・ガバメ

ント 

デジタル技術を活用しながら行政サービスを見直し、社会課題の解決や経済成

長を実現するための改革のこと。 

デジタルデバイ

ド 

ＩＣＴを利用する能力や機会を、持つ人と持たない人との間に生じる情報格差のこ

と。一般的に、地理的条件による格差、性別や年齢等の身体的・社会的条件による

格差、国際間における格差があるといわれている。 
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デジタルファー

スト 

「デジタル行政推進法」におけるデジタル３原則の１つ。個々の手続きを一貫して

デジタルで完結させること。 

テレワーク Ｔｅｌｅ（離れた）とＷｏｒｋ（働くこと）を掛け合わせた造語。ＩＣＴを活用した、場所や

時間にとらわれない柔軟な働き方のこと。 

ひ ビッグデータ 「量（Ｖｏｌｕｍｅ）」「種類（Ｖａｒｉｅｔｙ）」「頻度（Ｖｅｌｏｃｉｔｙ）」の３つを満たす、日々

膨大に生成・蓄積されるさまざまな種類、形式のデータのこと。 

ぴったりサービ

ス 

マイナポータルのサービスの一つで、子育て、介護、被災者支援等の多くの分野

の手続きのオンライン申請を行うことができるシステムのこと。 

へ ベース・レジスト

リ 

公的機関等で登録・公開され、さまざまな場面で参照される、人、法人、土地、建

物、資格等の社会の基本データであり、正確性や最新性が確保された社会の基盤

となるデータベースのこと。 

ま マイナポータル 国が運営するオンラインサービスのこと。子育てや介護等の行政手続の検索やオ

ンライン申請がワンストップで行えたり、行政機関からのお知らせを受け取れたりす

る、個人専用のサイト。 

ら ランサムウェア

攻撃 

コンピュータウイルスを使用し、パソコンをロックしたりファイルを暗号化したりす

ることにより使用不能にし、元に戻すことと引き換えに身代金を要求する攻撃手法

のこと。 

わ ワンスオンリー 「デジタル行政推進法」におけるデジタル３原則の１つ。申請者が一度提出した

情報は再度の提出を不要とすること。 
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